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                    インドの財政赤字問題について                                                 

                                                                                                         

                                           経済調査部 研究員 亀井 純野     

 今年の経済成長率が約 7%と予想される中、インド株投資信託の新設が相次ぐなど、

日本においてもインド市場に注目が集まっている。一方、同国は新興市場国としては高

水準の財政赤字を抱えており、成長の制約要因となっている。 

 インドの財政赤字は 01 年度に GDP 比 6.7%に達した後減少に転じ、04 年度は 4.4%と

なった。同国で財政赤字が膨らんだ原因として、90 年代の州政府の公務員給与の増大、

貧困対策、昨年 12 月の津波被害に伴う一時的な支出増などが挙げられる。現状、政府

債務の 97%以上が国内債務となっており、利払い負担が政府支出の 27%(GPD 比 26.6%)
と高く、財政の硬直化が進んでいる。これに対して、03 年 7 月に財政責任・予算管理

法(FRBM 法)が制定され、08 年度中に経常収支赤字を解消することを中央政府に義務付

け、04 年度から経常赤字を毎年最低 0.5%削減することを定めた。 

中央政府の財政収支の推移 

 
 

 インドが今後安定的な経済成長を維持していくためには、景気の拡大に伴う税収の増

加を維持していく一方、財政赤字の削減を図る必要がある。 
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 税収については、経済成長に伴う自然増に加え、付加価値税(VAT)の導入や、成長著

しいサービス産業への課税増加等の対策が採られ始めており、05 年度は前年比+21%の

税収増を見込む。それでも、全税収に占める所得税・法人税など直接税収入の比率は

43.9%、中央政府の税収の GDP 比は 7.5%と依然低い。しかしながら、現在の所得税納

税者数は約 1,400 万人と、約 10 億人の人口の 1%強に過ぎないという説もあり、政府・

中銀関係者は徴税対象を広げることにより、税収も財政赤字も改善可能との楽観的な見

方をしているとされる。 

 財政赤字の削減については、05 年度の政府見通しは GDP 比 4.3%であり、FRBM 法で

定めた GDP 比 4.0%の目標を達成できない。これまで政府は大衆の支持を得やすい支出

を優先する一方、財政赤字削減の姿勢を示すため、支持率上昇に即効性のないインフラ

投資支出を削減してきた。その結果、経済発展に見合った整備がなされず、現状のイン

フラ不足・老朽化を招き、経済発展の足かせとなっている。そのため、政府はインフラ

投資を継続せざるを得ない。加えて、現政権は農業・貧困・地方向けの支援を公約して

いることから、今年度の財政支出の削減は一旦棚上げされた形となっている。しかしな

がら、同国財務大臣は「06 年度から再度財政赤字削減に取り組むことで、まだ 08 年度

中の財政赤字解消は可能だと確信している」と述べている。 

 前政権は財政健全化を優先したことから貧困層の反発を招き、政権を維持できなくな

った経緯がある。シン政権はインド経済の安定的な発展を目指しながら、歳出抑制が難

しい中で財政赤字を削減するという厳しい目標の達成を迫られている。 
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